チャランケ通信　第63号　2014年5月12日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　第二次安倍内閣、500日以上閣僚が後退しない新記録樹立へ
 第二次安倍内閣は、9日で500日を経過したという。しかも、特筆されているのが、閣僚が一人も交代しない内閣の長さでは、戦後最長の記録だという。思えば７年前の第一次安倍政権の時代には、5人の閣僚が不祥事などで辞任や後退を余儀なくされたことと比較すれば、まことに好対照である。第二次安倍政権は、それだけ安定した政権と言ってよいのだろう。
その背景には、それ以前の民主党政権のガバナンスがあまりにも酷過ぎたこともあることは間違いない。他方で、アベノミクスと称している経済政策が、国際的な環境の変化や循環的要因もあって円安をもたらし、結果として株価の上昇も加わり、政権交代直後に実施した景気対策としての10兆円の補正予算の編成、さらには日銀に対する2%のインフレターゲットの強要や、自分たちの考え方に近い黒田新総裁らの任命等もあり、経済界を中心に一定の「期待」(この「期待」ということの持つ意義について今後検討していかねばならないと思っている)の変化をもたらしたことは事実として認めざるをえないだろう。
集団的自衛権を巡る論戦の開始、安倍内閣の挑戦の行方
もちろん、民主党政権を反面教師として、政権内部の意見の対立や分裂問題を回避するべく最大限の注意と警戒をしつつ参議院選挙の勝利を勝ち取り、国民の高い支持率を勝ち取ることに、今のところは成功しているようだ。
果たして、この高い支持率が何時まで持続できるのか、参議院選挙での勝利の直後から特定秘密保護法案の強権的な成立や、集団的自衛権の解釈の変更問題をはじめ、これまで政治的にはタブーとされてきた憲法改正に直結する課題に対して大胆に挑戦しつつある。恐らく、今週中には安倍首相の私的諮問機関である「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」(安保法制懇)の報告書が、安倍総理に提出・公表されるであろう。その報告を受けて与党協議が始まるとされているのだが、一番反対の意見が強いのが連立を組んでいる公明党だと言われており、はたして安倍総理が当初目論んでいた「今国会中に集団的自衛権の容認を閣議決定」できるかどうか怪しくなっており、どうやら先延ばしは間違いなさそうだ。今後政治の世界では、「集団的自衛権を内閣の解釈によって容認できるという大転換」を巡って大きな論争が繰り広げられることは必至であり、その帰趨が安倍内閣の浮沈のカギを握ることは間違いない。
憲法第9条第2項後段の「国の交戦権は、これを認めない」と集団的自衛権の関係や如何
憲法第9条の改正によることなく、今までの内閣では集団的自衛権は現憲法の下では行使できない、としていたことを、解釈によって「行使できる」と転換しようとしているわけで、それができるかどうか、すでに多くの論議が展開されている。そうした中で、北海道新聞の5月1~2日の夕刊紙に掲載された政治学者ダグラス・ラミスさんの問題の指摘が印象に残っている。すなわち、憲法第9条の第2項のなかの後段に、「国の交戦権は、これを認めない」とあることと集団的自衛権の行使が可能であることとはどんな関係にあるのか、明確にすべきだ、と問題提起されていたことである。おそらく、集団的自衛権の行使に一番否定できる根拠としてこの「国の交戦権は、これを認めない」という項目があり、もしどうしても集団的自衛権を日本国憲法の中で明記するとしたら、堂々と憲法改正の手続きを取る以外にないのだ、とこのコラムを読んで思った次第である。無理な解釈による集団的自衛権の容認、ということは、一時安倍総理が目指していた96条の憲法改正手続きの条件緩和と並んで、姑息なやり方だと言わざるを得ない。それにしても国政上の大問題であり、今後の政治の動きに対してしっかりとウォッチしていく必要がある。
アベノミクスは成功しているのか、第一の矢=金融緩和政策
さて、先ほど冒頭で触れたアベノミクスの評価について、検討しておく必要がありそうだ。というのも、アベノミクスによって円高から円安へと転換し、株価が上昇し景気の方も上向く中で、物価も最新の消費者物価指数が1.3%にまで高まってきており、目標年次は来年であり、2%の物価目標も射程に入り始めてきた可能性が出てきたわけで、インフレターゲット論者の言うとおりになった他のではないか、という声が出始めているのだ。
小生自身も、今までインフレターゲット政策については懐疑的であり、デフレからの脱却に向けて需給ギャップを無くしていく以外にないし、今国民が求めている需要は医療・介護・子育て・教育・環境エネルギーといった分野であり、どちらかと言えば公的な規制の下にあるわけで、所得再分配を強化していく必要があるのではないか、と主張をしてきた。そうした分野には確実に需要があり、限界消費性向の低い富裕層から高い貧困層へと所得再分配をすることによる内需拡大が実現でき、経済も良循環にできるのではないか、ということも指摘してきた。また、経済成長を目指すことも否定しているわけではなく、シュンペーターの云うイノベーションを大いに起こしていくことも必要なことだと考えてきたことも言うまでもない。
もちろん、現実には大変な赤字財政にあるわけで、国民からの負担増をすべて社会保障など再分配政策に投入することが出来なくなっており、結果として社会保障分野での赤字国債発行分の振り替えや補填にも税財源を投入せざるをえないことは言うまでもない。それが、2年前の民主・自民・公明の三党合意となって実現し、先ずは今年4月からの消費税3%の引き上げとなったわけである。
日銀の異次元の金融緩和で、順調にマネーは供給されている
今回は、アベノミクスの3本の矢のうちの第一の矢である金融緩和についてみてみたい。2%のインフレを目指して、昨年4月には黒田総裁の下で「異次元の金融緩和政策」が展開され、一年余が経過しつつある。2年間で消費者物価を2%引き上げるために、マネタリーベースで2倍の金融緩和(2012年末実績138兆円、2013年末200兆円、2014年末270兆円を目指す)を進めるべく市場からの国債等の購入額を増加させるもので、確かに買い入れは計画通りに進められ今年3月末には209兆円に達しており、このペースでいけば来年3月末までに日銀の当座預金勘定にはマネタリーベースでは2年前の2倍の270兆円もの巨額な金額が投入されることになる。(もっとも、長期国債の市場からの買い入れが不調になったこともあり、必ずしも270兆円まで順調に伸ばすことができるかどうかは疑問がある)
金融機関から民間へのマネー供給も伸びてはいるのだが…
　民間設備投資の増加により成長率を高めていないではないか
問題は、それによって銀行の民間企業部門への貸し出し額が増え、日本経済が需給ギャップを解消してデフレからインフレへと転換することになるのかどうか、という点である。たしかに、マネーストック即ち銀行等の民間の貸し出し額は、M3や広義流動性伸び率は3~4%程度で増えていることは確かであるが、その増加によって民間の設備投資が急増し、日本経済が再び成長率を高めてきたのかと言えば、残念ながら設備投資はこの間余り増えていない。この間のマネーストックの伸び率は、M3で2002年以来、広義流動性で1997年以来の高さになっているのだが、その流動性は本来目指していた民間の設備投資には向かっていないのだ。肝腎の民間企業部門では、減価償却と経常利益の範囲内で必要な投資額が賄われており、依然として民間企業部門は、資金循環勘定においては赤字部門ではなく貯蓄過剰部門になっている。今後、民間の設備投資がどのように展開していくのか、引き続き注目して行く必要がある。
消費者物価は直近では1.3%の上昇、だが目標の2%への道は険しい
一方、デフレからインフレへの転換であるが、最新の消費者物価指数は今年3月生鮮食料品を除いた指数で対前年比1.3%の伸びになっており、2%にまでは未だ到達していない。この消費者物価指数の伸びも、円安によるコスト・プッシュ型の輸入物価の上昇が大きく、設備投資の拡大や賃金の上昇による内需の拡大を伴うディマンド・プル型の物価上昇になっていないため、円安効果が一巡し始めてきた今年に入って消費者物価の上昇も一段落し始め、大方の民間エコノミストの予想によれば、目標としていた来年に向けて1%代半ばまでしか上がらず2%にはならないだろうと見ている。また、デフレからの脱却には賃金水準の引き上げが不可欠となっているにもかかわらず、今年の賃上げは大手企業中心に定昇込みで２%台半ばでしかなく、消費税の引き上げ分にも届いていない。これでは内需の拡大につながらないわけで、今後デフレからの本格的な脱却に向けて日本経済が立ち上がることができるかどうか、まさに正念場になるとみて良いだろう。
それでも、デフレ脱却は出来たのでは、ならば設備投資や輸出が増えず、公共事業頼みなのは何故なのか
問題は、インフレターゲット論者の方たちが指摘していた、デフレからインフレへ転換すれば、企業は委縮していた設備投資をリスクを取って拡大に転換し、経済成長も進んでいくと予測されていたことである。物価の上昇率が１%台半ばになったことを受けて、すでにもうインフレに突入しデフレには戻らなくなったのでは、という声が聞かれ始めている。とすれば、どうしても次のような疑問を感じてしまうのだ。どうして民間の設備投資が国内では進展せず、円安にもかかわらず輸出がほとんど伸びず、日本経済の成長も依然として公共事業頼みとなっているのは何故なのか、という点である。 
どうも日本経済の体質・構造が大きく転換し、貿易収支の黒字を生み出す若々しい産業国家から、所得収支の黒字により辛うじて経常収支の黒字(場合によっては経常収支の赤字になることもありうる)を維持できる成熟国家へと転換しつつあるのではないかと思い始めている。人口の減少という社会にインパクトを与える大きなトレンドの下で、今後の日本経済・社会は成熟から老衰へと急激に変わりつつあるのかもしれない。                    
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